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１（６） 防災リテラシー 

            

                 「防災リテラシー」計画推進部会長 木村 玲欧 

                         （兵庫県立大学環境人間学部） 

                              副部会長 高橋 誠 

                       （名古屋大学大学院環境学研究科） 

 

地震・火山噴火現象の理解・予測を災害の軽減につなげるためには，地震・火山噴火と

いった自然現象に起因する災害誘因（外力）だけでなく，地形・地盤などの自然環境や，

人間の持つ特性や社会の仕組みといった災害素因（自然素因と社会素因）を理解し，地

震・火山噴火による災害の発生機構を総合的に解明することが必要であり，また，それら

の研究成果を社会に対して適切に還元することが求められる。そのためには，社会が地

震・火山噴火災害による被害の発生を抑止したり軽減したりするために必要とされる知

識体系を明らかにすることが必要である。 

現時点における研究成果に鑑みると，災害誘因としての自然事象に関する理解や予知・

予測，災害誘因と災害素因との結び付きによって災害が発生する要因や機構に関する理

解から，被害が発生した場合の対応にかかわる方策を得ることによって，災害の軽減を

図ることが目指されている。とりわけ災害素因については，構造物や土地利用にとどま

らず，人間の認知や行動，企業やコミュニティなどにおける脆弱性の理解といった災害

予防の側面に重点が置かれる。また，過去の地震・津波・火山災害事例の被害・応急・復

旧・復興といった災害過程，あるいは，将来の地震・火山噴火災害への備えに焦点を当て

た研究が行われている。一方，社会における防災リテラシーの実態やニーズに関する調

査に基づいてその向上のために必要とされる知識要素を探り，研修プログラムや教材の

開発につなげるような実践的な試みも行われている。その際，大学の研究施設のみなら

ず，行政機関や地域社会，広く市民社会との連携も試みられている。 

防災リテラシー部会は，基本部分を前々計画における地震・火山災害部会から引き継

ぎながら，前計画によって新たに設置された。防災・減災に対する社会の要請を意識し，

理学・工学・人文社会科学の研究者が連携することによって，過去に発生した地震・火山

災害の事例に対して，地震・火山噴火によって引き起こされる地震動や津波，降灰などの

災害誘因が避難・防災行動，社会的脆弱性や暴露人口等の社会素因へ与える作用に焦点

を当てながら，災害が発生した仕組みや要因を解明する。さらに，社会が被害の発生を抑

止，あるいは軽減する対策を考えるために必要な知識要素・知識体系を探索的に検討す

る。それに基づいて，防災リテラシー向上に資する実践的な教育・研修プログラムを開発

し，フィールドでの実践を基に検証する。これらの研究においては，地域の行政機関やス

テークホルダーなどとも協働しながら，社会の共通理解の醸成と防災リテラシーの向上

を図るものである。 

 

４．地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究 

（１）地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明 

被害誘因としての災害リスク情報の精緻化による土地利用計画や，防災リテラシーへ

の影響を国内外の事例調査や参与観察によって明らかにした。1999 年に発生したトル
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コ・マルマラ地震では，被災者に提供される住宅に関して，地盤条件を重視した立地が

選定・建設された。これは日本における災害復興計画等の検討時には考慮されることが

少ない条件である。また，トルコでは事前防災のガイドラインとしての TARAP「トルコ

災害リスク軽減計画」を策定し，各自治体への実装を進めようとしている。トルコにお

いて実施されている地盤調査に基づく復興土地利用計画への反映が，現在は事前防災対

策にも活用されている状況について整理した（図１）（兵庫県立大学大学院減災復興政

策研究科[課題番号：HYG_01]）。 

東海地域において南海トラフ地震などの巨大地震に関して，地域レベルでも事前復興

対策が進められている。三重県度会郡大紀町錦地区で行政や住民を対象に地域の歴史的

沿革や地域防災の現状に関するヒアリング調査を行った。また，町が 2023 年に錦地区

の後期高齢者を対象に実施した高齢者高台移転事業に関するアンケート調査のデータを

入手して分析を行った（図２）。その結果，東日本大震災後，大紀町では津波に対する

構造物対策がさらに強化され，防災は津波避難に特化したものとなったが，その一方で

生活・生業との結びつきは希薄化した。最近では高齢者の事前高台避難が計画されてい

るが，自力避難困難者や津波リスクが高い地区の住民が必ずしも高台移転を希望してい

るわけではなく，防災は強化される一方で，地域の持続可能性が危機に瀕するというジ

レンマに直面していることが明らかになった（名古屋大学[課題番号：NGY_05]）。 

災害に対する人々の意思決定のモデルを検討するために，地震後に一時的に高まる防

災意識が時間とともに薄れるという人間社会の性質に着目し，防災リテラシーの持続的

な向上を支える社会基盤の構築を目的とした２つの観測研究を実施した。１つめは，生

活場面ごとのリアルタイム観測により，安全確保行動の選択が周囲の人の有無や時間帯

といった状況要因に大きく影響されることを明らかにし，状況に応じた行動モデルの必

要性を示した（図３）。もう１つは，日本全国を対象とした社会調査で，初年度は調査枠

組みの構築に重点を置いた。地震発生への認識は高い一方で，防災行動の実行は少なく，

意識と行動にギャップがあることが判明した。また，能登半島地震や南海トラフ地震臨

時情報により防災行動が活性化する傾向が見られたが，地域差も存在することが示され

た。（関東学院大学[課題番号：KGU_01]）。 

地震ハザード評価については，過去の経験や知見が十分でない低頻度の大規模災害に

対して，不確実さを適切に考慮できるハザード・リスク評価手法の高度化のため，南海ト

ラフ地震を対象に，認識論的不確定性を考慮するための枠組みの構築を進めた。また，地

震ハザードの基盤情報として，地震活動モデルの改良と，東海地域の浅部・深部統合地盤

構造モデルを反映した，2025年起点の確率論的地震動予測地図を作成し，強震動データ

フラットファイル2023年版をJ-SHIS Labs から公開した。津波ハザード評価については，

日本海溝沿い・千島海溝沿いを対象に，地震発生の多様性をさらに考慮した２海域統合

確率論的評価を進めた。また，防災科研の津波ハザード評価に関する研究成果を紹介す

るWebサイトJ-THIS Labsから，英語版の南海トラフ沿いで発生する地震の最大クラスを

含む，多様性を考慮した確率論的津波ハザード情報を公開した。南海トラフ巨大地震の

リスク評価として，リスク指標を特徴量とした類型化手法を適用して抽出した代表的な

地震パターンの広域災害シナリオを作成した（防災科学技術研究所[課題番号：NIED04]）。 
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（２）地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究 

不確かさを含む災害誘因に関する情報が住民等に与える影響について，令和６年能登

半島地震における富山県の避難行動に焦点をあて，「避難開始判断」だけでなく「避難解

除判断」に注目し，住民の避難継続の実態を分析した。地震発生後，津波警報が９時間続

いたにもかかわらず，多くの住民が２〜３時間で避難を終えた行動が人流データから確

認され，避難情報の意義が理解されていない可能性が指摘された。加えて，富山県全域で

行ったアンケートでは，避難先が安定した場所であるほど長時間の避難が可能であるこ

と，一方で一時的避難先では早期帰宅傾向があることが明らかとなった。また，避難解除

判断には同調性バイアスや正常性バイアスが影響し，加えて疲労や生理的要因も判断に

関与していた（図４）。これらより，正しい避難情報の提供とともに，長時間避難を支え

る環境整備が求められることが示唆された（富山大学[課題番号：TYM_02]）。 

非合理的な認知・意思決定過程の概念モデル化のために，災害における「適切」な認

知・意思決定について，実際の災害事例分析結果と合わせ，バイアスや防衛機制といった

無意識的過程との関係を検討した。地震発生時の津波避難に関する意思決定過程と「感

情制御」という性格特性との関連を，fMRI を用いて脳活動から可視化することを目的と

した。20 代成人 53 名を対象に，感覚的および数値的な津波リスクシナリオに基づく課題

を実施し，脳反応と感情制御得点の関係を分析した結果，左島皮質および内側前頭前野

において負の相関が確認された（図５）。これにより，感情制御が迅速な避難行動に寄与

する無意識的な心理過程と関係している可能性が示唆された。特に，面倒くささに基づ

く回避傾向（心理防衛機制）に対して，内側前頭前野が感情制御を通じて作用していると

の仮説が支持された（東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID04]）。 

防災リテラシー向上のための知識要素を体系化し，教育・研修プログラムの設計に資

する基礎データを得るために，日本全国を対象にインターネット調査（n=1,599）を行い，

備えの実態を把握した。その結果，身近で具体的な備えが一定程度進んでいることが明

らかになった。また，内閣府の郵送による世論調査と比較し，インターネット調査の方が

年齢やバイアスの点で実態に近いと考えられる可能性を指摘した。さらに，災害への備

えを促進する要因として，年齢，婚姻状況，被災経験，ハザードマップ認知度，災害の切

迫感，地域交流の６項目が有意であると分析された（図６）。特に，ハザードマップの理

解度が備えの推進に大きな影響を与えることから，教育・訓練を通じて地域や自宅のリ

スクを具体的に把握させることの重要性が提言された（兵庫県立大学環境人間学部[課題

番号：HYKN01]）。 

災害対策基本法の改正に伴い導入された地区防災計画制度も，施行から 10 年を迎え，

各地で多様な取り組みが進められている。一方で，行政による策定支援を受けている場

合などでは，内容の形骸化などの懸念も高まっている。地区防災計画の策定と検討，そし

て実践を継続的に実施することによって，地域住民の防災リテラシーの向上度合を計測

するために神戸市中央区港島地区の全世帯対象のアンケートを実施し，意識や防災対策

の変化について整理した。その結果，リスクへの理解度にとどまらず，その対応をどのよ

うに図るのかを継続的に議論し対策へと活かしていくことが防災リテラシーの向上につ

ながることを明らかにした（兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科[課題番号：

HGY_01]）。 

具体的な防災リテラシー向上のために，まず大学生や中学生を対象に火山・地震災害
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の危険情報に対する感度を調査し防災学習の効果を検討した。研修を通じて災害を具体

的にイメージすることで，防災意識は向上し，不安傾向は有意に上昇した。さらに地域学

習を通じた防災教育の実践とその効果について検証した。まず，地図学習アプリ「フィー

ルドオン」を活用した防災学習を長野，熊本，鹿児島の複数の小中学校で実施し，災害危

険箇所の調査や防災マップ作成を行った。また，岡山市の中学生を対象に地域防災ボー

ドゲームの開発ワークショップを実施し，地域の被災経験を題材にしたマス目の問題作

成を通して地域理解を深めた（図７）。実施前後の比較では，防災意識は維持され，不安

傾向は有意に低下し，地域イメージの習得が不安軽減に寄与したことが示された。さら

に，白馬村では地域住民や行政と連携した授業を通じて防災意識向上と災害記憶の継承

の効果が見られた（信州大学[課題番号：SSU_01]）。 

また，中学校での火山防災ワークショップを通じて，富士山版クロスロードを活用し

た噴火警戒レベルやハザードマップ，避難行動に関する防災学習を実施した。さらに，

富士北麓地域の小中学校での富士山噴火を想定した防災訓練において，行政と学校が連

携して防災訓練を実施することで，富士山噴火への理解の促進に活用できることや地震

と火山噴火とで対応が異なることへの理解の促進が必要なことを確認した。小中学校で

の防災訓練を通じて，地域社会に地震災害と火山災害とでの対応が異なることへの周知

を行うことができ，さらに行政を巻き込んだ防災訓練により，火山災害時における情報

伝達の手段などを確認することができた（図８）（山梨県富士山科学研究所[課題番号：

MFRI01]）。 

 また地震・津波・火山防災情報の改善に係る知見・成果の共有のため，関係機関と連

携し，気象庁の発表する防災情報の改善を図った。特に今年度の新たに実施したものと

して，防災科学技術研究所が高知県沖から日向灘に整備した「南海トラフ海底地震津波

観測網（N-net）」沖合システムの津波観測データの活用を開始し，津波警報等の更新，

津波情報の発表の迅速化や精度向上を実施したり，長時間継続する津波に関する情報提

供のあり方を踏まえた解説の充実を実施したり，広域降灰対策に資する降灰予測情報に

関する検討会を開催した（気象庁[課題番号：JMA_11]）。 

 防災・減災に関する知識の普及啓発について，関係機関と連携し，地震・津波・火山

に関する知識や防災行動の普及啓発を継続的に実施した。今年度は新たに「火山防災の

日」を契機とした啓発活動や郵便局との連携広報を実施した。加えて，昨年度からの継

続として，過去の災害の節目を活用した啓発，巨大地震対策のオンライン講演，自治体

や教育機関との連携による訓練・教育支援，出前講座や地域講演会，防災番組や SNS を

通じた情報発信などを行い，南海トラフ地震や火山灰情報にも焦点をあてた（気象庁

[課題番号：JMA_12]）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

今年度から開始された観測研究計画においては，前計画から引き続き，地震・火山噴

火現象の理解・予測を災害の軽減につなげるための災害科学の確立を目標として，防災・

減災に対する社会の要請を意識しながら，全国の大学・研究機関における理学・工学・人

文社会科学の研究者が連携することによって，地震・火山噴火の災害事例による災害発

生機構の研究と，地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究を実施

してきた。特に防災リテラシー部会では，地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上を
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目的として，全国の大学・研究機関が協力をして，地震・火山噴火の災害事例による災害

発生機構の解明，地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究を実施

してきた。 

 具体的に，地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の研究においては，災害リス

ク情報の高度化が土地利用計画や防災リテラシーに与える影響を，日本各地の事例やト

ルコ・マルマラ地震などの事例から明らかにした。日本では南海トラフ地震への備えと

して，地域の歴史的背景や住民意識を踏まえた調査が行われ，大紀町では高齢者の高台

移転が進むものの，地域の継続性とのジレンマが浮き彫りとなった。その一方，トルコで

は，地盤調査を基にした住宅再建や災害リスク軽減計画（TARAP）の策定が進み，事前防

災に活用されていることも明らかになった。また，防災意識が一時的に高まっても継続

しづらいという人間の性質を踏まえた意思決定モデルが検討され，日常生活の状況要因

が安全確保行動に大きく影響することが観測された。さらに，全国調査により防災意識

と行動にギャップがあること，防災行動は地震情報の発信により活性化するが，地域差

があることが示された。ハザード評価では，確率論的地震動予測地図や津波ハザード情

報の整備が進められ，南海トラフ地震の多様なシナリオ分析とリスク指標による類型化

が行われた。これらにより，科学的根拠に基づいた地域の防災対策や社会的備えの重要

性が再認識された。 

 地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究においては，災害時の

不確実な情報が住民の避難行動に与える影響や，防災リテラシー向上の方策について多

角的に検討がなされた。令和６年能登半島地震の富山県では，多くの住民が津波警報中

にもかかわらず早期に避難を終了していたことが人流データから明らかとなり，避難情

報の理解や受け止めに課題があることが示された。加えて，避難継続の可否は避難先の

環境に左右され，同調性・正常性バイアスや身体的負荷が避難解除判断に影響を与えて

いた。また，fMRIによる脳活動分析から，感情制御が迅速な避難行動に寄与することが示

唆された。全国調査では，備えの実態把握と行動促進要因（年齢・被災経験・地域交流等）

が特定され，特にハザードマップ理解の重要性が強調された。さらに，地区防災計画制度

の検証や学校での防災教育の実践を通じて，防災リテラシーの継続的向上の必要性が確

認された。具体的な取り組みとして，地域防災ボードゲームや地図アプリの活用，小中学

校での防災訓練が実施され，災害に対する地域理解や不安軽減につながった。また，防災

科学技術研究所や気象庁との連携により，防災情報の精度向上や津波・火山情報の改善

も図られ，社会全体での共通理解の醸成が進展したことが成果として示された。 

 今後は，本年度の検討をさらに深化させながら，防災リテラシーの理論的な体系化を

目指したい。例えば，地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明については，

三重県大紀町錦地区を中心に高台移転事業に関する課題を，地理的特性や住民の意向を

踏まえたヒアリング調査により明らかにし，持続可能な防災とまちづくりの在り方を検

討する。また，県南漁村地域全体の災害リスクや人口動態をデータ分析し，地域間のリス

クの可視化を進める。さらに，水害リスクを含む土地利用と行政施策の実態を把握し，海

外事例（トルコ）と比較する。併せて，防災行動に見られる「単純化癖」などの社会的バ

イアスや地域差に着目し，地震情報が人々の行動に与える影響を明らかにするため，エ

リアサンプリング調査を実施する。低頻度だが大規模な災害に対応できるハザード評価

の高度化にも取り組み，2026年を起点とする地震動予測地図や津波リスク評価を整備す
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ることが重要である。 

 地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究については，避難行動

と地震データの関係を多変量解析により解明し，時間や地域差に応じた行動モデルの構

築を目指す。また，防災動画を用いて自己効力感や関連性の異なる介入効果をfMRIで検

証し，防災教育に有効な認知過程の抽出を進める。教育面では，防災リテラシー向上に向

けて知識要素の体系化と教材開発を行い，地域アプリやGIS活用，モデル地域での試行を

通じて教育プログラムを検証し，富士山噴火を想定した訓練の継続やクロスロード教材

の活用も推進する。さらに，防災情報の改善成果を関係機関と共有し，気象庁と連携して

津波警報や緊急地震速報などの防災情報を強化し，住民の意識向上に戦略的に取り組む

ことが重要である。 
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図１．トルコ・マルマラ地震時の公共住宅等の敷地選定プロセス（兵庫県立大学大学院減災

復興政策研究科[課題番号：HYG_01]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．高台移転事業に関するアンケート結果（名古屋大学[課題番号：NGY_05]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．リアルタイムのサンプリング観測研究(2024年８月と2024年12月調査)の地震発生直後の

情報確認行動の結果（関東学院大学[課題番号：KGU_01]） 
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図４．令和６年能登半島地震時において避難行動解除にかかる要因（富山大学[課題番号：

TYM_02]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５．避難意思決定課題の２種類のシナリオにおける脳活動計測実験データの分析結果（東北

大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID04]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６．防災における備え行動を促進させる原因（兵庫県立大学環境人間学部[課題番号：

HYKN01]） 
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図７．中学生が作成した岡山市操南学区のすごろくボードゲーム（信州大学[課題番号：

SSU_01]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８．Jr.防災士講座での事前学習効果（山梨県富士山科学研究所[課題番号：MFRI01]） 


